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上益城消防組合における女性織員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画

（以下「本計画」という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する

法律（平成27 年法律第64 号。以下「法」という。）第15 条に基づき、上益城

消防組合が策定する特定事業主行動計画である。 

 

１ 計画の期間 

本計画は、平成２９年４月１日から平成３４年３月３１日までの５年間を計

画期間とし、本計画の終了時期に合わせて見直しを行い、次期計画を策定する

こととする。 

２ 女性職員の職業生活における活躍に関する状況把握 

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成27年法律第64号）第 

１５条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく 

特定事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成27年内閣府令第61号）第２ 

条に基づき、以下の６項目について、女性職員の職業生活における活躍に関す 

る状況を説明する。（平成２８年４月１日現在、当消防本部の採用者に女性は

０人の状況。） 

 

⑴ 採用した職員に占める女性職員の割合   （平成28年4月1日時点） 

 女性（人） 男性（人） 合計（人） 女性の割合（％） 

採用者数 ０ 6 6 ０ 

 

  現職職員に対する女性職員の割合      （平成28年4月1日時点） 

 女性（人） 男性（人） 合計（人） 女性の割合（％） 

現職職員数 ０ ８７ ８７ ０ 

※ 数値は平成２８年度、採用者人数を含む。 

 

⑵ 平均継続勤務年数の男女の差異   （平成25～27年度退職者実績） 

 女 性 男 性 

退職者数 ０ １７ 

平均勤続年数 ０ ４０．３ 



 ⑶ 職員１人当たりの年間時間外勤務時間（平成２５年～平成２７年度実績） 

   平成２５年から平成２７年度に見る時間外勤務時間の変遷については、

増加の傾向にある。平成２５年度、総時間５,２１１時間に対して７９名の

対象人員で平均６６．０時間であるのに対し、平成２６年度総時間５,２８

２時間に対して７９名の対象人員で平均６６．９時間、平成２７年度は、

総時間６,１０２時間に対して８３名の対象人員で平均７３．５時間と大幅

に、増加しているため、ワークライフバランス推進に資するような効率的

な業務運営や良好な職場づくりが必要となる。本資料の作成に当たっては

女性の対象者がいないため、男性職員の時間外勤務時間となる。 

 ⑷ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

 ⑸ 各役職段階にある職員に占める女性職員の割合 

 ⑹ 男女別の育児休業取得率及び平均取得期間 （男性職員取得率及び取得

期間：０％）  

   以上３資料の作成に当たっては女性職員０名のため作成を、断念する。 

 ⑺ 職員の年次有給休暇取得状況 

 

 

 

 

 

 ⑻ 上益城消防組合定員管理（職員採用等）計画  平成２７年１０月作成 

 

３ 女性職員の活躍推進に向けた数値目標 

  本計画の作成にあたり、上益城消防組合職員女性職員数０名の、状況を真

摯に受け止め、改善すべき事情等の分析を行い、女性職員の活躍を推進する

ため、女性消防吏員採用に向けて、次の目標を設定する。 

 

 目標：計画終了時点（平成３４年３月３１日）までに、全職員数に占める女

性職員の目標数値を５％とし、約４名の女性吏員の採用を目標とする。 

 職 員 数 延べ休暇日数 取得平均日数 

平成２５年 ８５ ９２０ １０．８２ 

平成２６年 ８５ ９７９ １１．５１ 

平成２７年 ８９ ９７４ １０．９０  

年  度 平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度 平成３３年度 

条例定数 ９０ ９０ ９０ ９０ ９０ 

実  数 ８７ ８６ ８５ ８５ ８５ 

年度４月実働数 ８２ ８５ ８２ ８２ ８４ 

新規採用者数 ４ ０ ２ ２ １ 

派遣・人員 消学１ 消学１ 航空１ 航空１ 航空１ 



 目標：計画期間内に男性職員の育児休業の取得率を０％から５％以上に引き

上げる。 

 

 目標：計画期間内に育児参加のための休暇取得率を０％から５０％以上に引

き上げる。 

 

 目標：計画期間内に職員の年次休暇の平均取得日数を平成２７年の１０．９

日から１３日以上に引き上げる。 

 

４ 女性職員の活躍推進に向けた目標達成のための取組 

 ⑴ 女性受験者数の拡大を図るため、ホームページ等の各種広報媒体の活用 

  や女性消防吏員募集パンフレットの作成・掲示等により、消防は女性が活 

  躍できる職場であること、並びに当消防本部として女性消防吏員の活用に

意欲的な姿勢を広くアピールする。 

 ⑵ 女性受験者数の拡大を図るため、他の消防本部の協力の下、高校、専門

学校、大学等の女性卒業予定者を対象とした現役女性消防吏員による就職

ガイダンス及び職場見学会を毎年１回以上開催する。（当本部、女性消防

吏員不在なため、近隣消防本部職員の協力を仰ぐ。） 

 ⑶ 女性消防吏員の採用を担う構成町において女性採用に関する理解が促進

されるよう、働きかけを行う。 

 ⑷ 計画期間内・外に、山都消防署・蘇陽出張所に女性専用仮眠室、女性専

用トイレ及び浴室等の女性消防吏員が就業可能な庁舎への改修を目指す。 

  （本部庁舎女性消防吏員受け入れ可能整備済み） 

 ⑸ 出産、子育てなど女性消防吏員のライフステージに応じた育成方針を策

定する。 

 ⑹ 計画期間内に、男性職員の育児参加への取り組みとして育児休暇、出産休暇

及び休暇取得の取得率引き上げを行う。 

 ⑺ 父親となる職員が子育てに積極的に参加できるよう、職場内ネットワー

クシステムを活用し全職員に対して育児休業及び特別休暇に関する制度内

容を周知する。 

 ⑻ 育児休業又は特別休暇の取得を希望する場合は、希望通りに取得でき、かつ、

業務調整を円滑に行えるよう、できるだけ早い段階で所属長と相談する。また、

休業又は休暇期間中の業務引継ぎ等について、監督職員及び周囲の職員とし

っかりとした調整をする。 

 ⑼ 年次休暇の取得促進に向け、各課、各消防署の取得状況を把握するとと

もに、取得の少ない所属所については課題を調査し、その解決策について



検討する。 

５ 実施体制  

  消防本部内に、組織全体で継続的に女性職員の雇用・活躍を推進するため、

消防長、各消防署長及び各課長を構成メンバーとする女性消防職員活躍推進

委員会を設置し、毎年１回以上、本計画に掲げた取組の実施状況及び数値目

標の達成状況の点検・評価等を行うとともに、必要に応じて計画の変更等に

ついても検討・協議を行うなど、効果的な計画の実施に努めることとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


